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[image: image4.emf]インボイス制度が、消費者負担の増加につながることが明らかになりました。
再エネ固定価格買取制度（FIT制度）は再生可能エネルギーを電力会社が一定期間定額で買い取ることを保障する制度です。
しかし、今年１０月以降インボイスを発行できない取引先（再エネ発電事業者）から電力を購入した電力会社は今まで認められていた消費税分の仕入税額控除ができなくなります。損失は年間約１１６億円と試算され、その分を穴埋めするために電気代（賦課金）が引き上げられる可能性が指摘されています。
[image: image5.emf]付加価値税減税　各国の取り組み

ベルギー

野菜、果物、医薬品、おむつなどの衛生用品、公共

交通機関に対する付加価値税を０％に削減

電力、天然ガス、水道、家庭用暖房器具の付加価値

税を税率を21％から6％に減税

スペイン

野菜や卵など主食の付加価値税を４％から０％に

減税

パスタ、調理用油の付加価値税をを１０％から５％

に減税

モザンビーク

砂糖やサトウキビ生産を含む砂糖精製産業、食用

油・せっけんに由来する製品を17％から０％に減税

インボイス制度の実施でさらに電気代が上がることなどとんでもありません。すべての国民に影響が及ぶインボイス制度は中止せよ！の声をご一緒に上げましょう。
電気代をはじめ、食品や燃料費、ガス代などあらゆるものの値段が上がり続けています。効果的な物価対策を早急に実施すべきです。
海外では食品や電気代などの付加価値税（消費税）を引き下げて、負担軽減を図っています。食品の減税を実施した国では、所得の多くを食品の購入に使う低所得者層に恩恵が及んでいるという調査結果も発表されています。
日本でも消費税を減税して、暮らし、営業を守るべきです。
　
インボイス制度で電気代が上がる⁉


負担押し付ける制度やめろ





消費税は物価高騰に効果ある政策
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YouTubeで消費税動画を配信中です。








